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市町村・一部事務組合等との「業務実施契約書」新旧対照表 

 

プラスチック資源循環促進法（３２条）の施行に伴い、令和５年度より、当協会にて分別収集物の再商品化

業務が開始となりました。しかし、再商品化業務を実施している中で、引き渡しに関わる様々なトラブルが発

生しております。今回発生したトラブルは、容器包装リサイクル法に関わる全素材の引き渡しについても発生

する可能性があり、これらのトラブルを未然に防ぐため、その内容を「業務実施契約書」にも盛り込むことに

なりました。そのため、以下の条文において、令和６年度の「業務実施契約書」の記載内容が変更となります。

変更箇所は、アンダーラインの部分です（「業務実施契約書」において、年度等の軽微の修正は新旧対照表に

は記載しておりません）。 

 

●「業務実施契約書」（市町村負担分） 

令和６年度 令和５年度 

（引き取り方法） 
第８条 略 

  
 
 

２～５ 略 
 
 

６ 甲は、引き渡し量の検量方法について、再商品

化事業者と事前に協議して決定する。また甲は、

引き渡し対象となる分別基準適合物について、再

商品化事業者とともに引き渡し後の完了確認等を

行い、誤引き渡しの防止に努めなければならない。 

７ 甲による誤引き渡しが認められた場合、乙は甲

に対し、誤引き渡しの防止のための改善を要求す

ることができる。甲は、乙から改善の要求を受け

た場合、速やかに誤引き渡しの防止のための具体

的な改善案を書面で乙に提示し、改善のために必

要な措置を講じるものとする。この場合におい

て、改善のための必要な措置が講じられない又は

その見込みがないと乙が判断した場合、乙は、甲

からの引き取りの全部又は一部を留保することが

できる。 

８ 前項による甲からの引き取りの留保が継続した

まま本契約が終了した場合、引き取りが留保され

た分別基準適合物は乙に引き取られないものと

し、甲の負担において適正に処理するものとす

る。 

９ 本条への違反が認められた場合、乙は次年度以

降における契約の申込を拒むことができるものと

する。 

 

（引き取り作業） 

第１１条 

 乙は、再商品化事業者が指定保管施設において

引き取り作業を行う場合に、再商品化事業者に対

して、甲の諸規則及び指示を遵守することはもと

（引き取り方法） 
第８条 略 

  
 
 
２～５ 略 
 
 

６ 甲は、引き渡し量の検量方法について、再商品

化事業者と事前に協議して決定する。また甲は、

引き渡し対象となる分別基準適合物について、再

商品化事業者とともに引き渡し後の完了確認等を

行い、誤引き渡しの防止に努めなければならない。 

７ 甲は、再商品化事業者の引き取り作業が著しく

困難であると認められる場合には、再商品化事業

者が円滑に引き取りを実施できるように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（引き取り作業） 

第１１条 

 乙は、再商品化事業者が指定保管施設において

引き取り作業を行う場合に、再商品化事業者に対

して、甲の諸規則及び指示を遵守することはもと
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より、作業の安全管理等について、善良なる管理

者としての注意義務をもって引き取り作業を実施

するよう指導する。 

２ 甲は、再商品化事業者による引き取りに際し、

引き取り作業の予定の急な変更、事前連絡のない

引き渡し量の変更又は指定保管施設若しくはその

周辺における長時間待機等、正当な理由なく再商

品化事業者にとって不当な負担となる行為がなさ

れないよう指定保管施設の管理・監督を行い、円

滑な引き取り作業ができるように努めなければな

らない。 

３ 乙は、再商品化事業者の引き取り作業に係る事

故の対処については、甲と誠意をもって協議のう

え、これを解決する。 

 

（指定保管施設） 

第１２条 

１ 甲は、指定保管施設における一般廃棄物の選別

及び保管等、指定保管施設に対し中間処理のため

の適切な管理・監督を行うとともに、乙に引き渡

される分別基準適合物に異物が混入しないための

対策を講じるよう努めなければならない。 

２ 指定保管施設内において本契約以外の一般廃棄

物又は産業廃棄物の中間処理を実施している場

合、甲は、本契約の対象となる分別基準適合物

に、本契約以外の廃棄物が混入しないよう区分け

管理を徹底する等の防止策を講じるよう努めなけ

ればならない 

３ 指定保管施設での選別や保管の管理について疑

義があると乙が認めた場合、乙は甲に対し、指定

保管施設の管理体制について改善を要求すること

ができる。甲は、乙から改善の要求を受けた場

合、速やかに具体的な改善策を乙に書面で提示

し、改善のために必要な措置を講じるものとす

る。この場合において、改善のための必要な措置

が講じられない又はその見込みがないと乙が判断

した場合、乙は、甲からの引き取りの全部又は一

部を留保することができる。 

４ 前項による甲からの引き取りの留保が継続した

まま本契約が終了した場合、引き取りが留保され

た分別基準適合物は乙に引き取られないものと

し、甲の負担において適正に処理するものとす

る。 

５ 本条への違反が認められた場合、乙は次年度以

降における契約の申込を拒むことができるものと

する。 

 

（以降、条番号繰下げ） 

 

より、作業の安全管理等について、善良なる管理

者としての注意義務をもって引き取り作業を実施

するよう指導する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 乙は、再商品化事業者の引き取り作業に係る事

故の対処については、甲と誠意をもって協議のう

え、これを解決する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 


